
 

 

一般事業主行動計画 

（女性活躍推進法・次世代育成支援対策推進法 一体型） 

 

社員が仕事と生活の調和を図りその能力を十分に発揮できるようになるため、また、女性が活躍できる 

雇用環境の整備を行うため、次のように行動 計画を策定する。 

 

１．計画期間 

   2025 年 4 月 1 日～2030 年 3 月 31 日までの 5 年間 

2．内容 

目標１：女性リーダー職（係長、班長、ワッチリーダー）に占める割合を 20%以上と

する 【女性活躍推進法】 

＜現状＞ 

⚫ 係長（男性 12 名、女性 1 名）、班長（男性 16 名、女性 2 名） 

ワッチリーダー（男性 18 名、女性 8 名） 

＜課題＞ 

⚫ 女性の役職者の割合が少ない。 

⚫ キャリアアップを目標とする女性社員が少ない。 

＜取り組み内容＞ 

2025 年～ 

⚫ 自身のキャリア形成等に対する意識調査を実施し、調査結果に基づいて改善策の検討と将来の 

リーダー候補者を選出する。 

⚫ 女性社員が自身のキャリア形成に対する意識を醸成するための研修を実施する。 

⚫ 女性社員のスキル向上や次世代リーダー育成を目的とした研修の受講機会を付与する。 

⚫ 女性が活躍できる職場であることについての求職者に向けた積極的な広報活動を実施する。 

 

目標2：育児のための時間を取得しやすい環境をつくり、仕事と育児の両立を支援する 

体制を整える。 【女性活躍推進法】・【次世代法】 

＜現状＞ 

⚫ 男女共に育児休業の取得者・対象者が少ない。 

女性の育児休業実績（2023 年：1 名）、男性の育児休業実績（2024 年：1 名） 

⚫ 2024 年度各月ごとの平均時間外労働時間（11.3 時間） 

＜取り組み内容＞ 

2025 年～ 

⚫ 育児休業対象者に対して育児休業取得を推進し、取得率 100%とする。 

⚫ 月平均の時間外労働時間を 10%以上削減する。 

⚫ 妊娠中、産前・産後休業や育児休業復帰後の配慮や制度に関する周知や情報提供を行う。 



⚫ 全ての社員を対象としたセクハラ・マタハラ防止のための研修を実施する。 

⚫ 職場リーダーに対する育児休業制度や運用に関する研修を実施（1 回／年） 

⚫ 対象予定者や若年層に対する育児休業制度等に関する研修を実施と意見聴取（1 回／年） 

目標4：新卒社員の離職率を 20%以内にする 【次世代法】 

＜現状＞ 

⚫ 直近 3 年間の新卒社員の離職率 43.7% 

・ 2022 年：9 名入社（うち 4 名退職） 

・ 2023 年：3 名入社（うち 1 名退職） 

・ 2024 年：4 名入社（うち 2 名退職） 

＜取り組み内容＞ 

2025 年～ 

⚫ 早期離職を防止するために、定期的な面談等を行う。 

⚫ 社内イベント等を活用し、社内のコミュニケーション活性化を図る。 

⚫ 入社後のミスマッチを防ぐため、会社見学会で応募者への適切な情報提供を行い、相互理解を深

める。 


